
別記様式第１号の１

大 規 模 事 業 評 価 調 書

教育庁教育企画室
２９年 ８月作成

Ⅰ 事業の概要

事業の名称 南部地区職業教育拠点校整備事業

事業の概要 【概要】
南部地区職業教育拠点校（以下，「拠点校」と言う。）は，南部地区

（白石市，角田市，蔵王町，七ヶ宿町，大河原町，村田町，柴田町，川
崎町，丸森町）の柴田郡大河原町に所在する柴田農林高等学校と大河原
商業高等学校の２つの職業に関する学科を置く高等学校（以下「専門高
校」と言う。）を統合し，地域産業を担う人材の育成や地域産業や社会
との連携から地域振興への貢献を設置目的とした新たな職業教育拠点校
を整備するものである。

○南部地区職業教育拠点校の概要
①学校規模：各学年６学級
②学科構成：農業系学科２，商業系学科３，デザイン系学科１
③所 在 地：現在の柴田農林高等学校敷地

○柴田農林高等学校と大河原商業高等学校の概要

学校名 柴田農林高等学校 大河原商業高等学校

所 在 地 柴田郡大河原町字上川原 柴田郡大河原町大谷西原前
7-2 154-6

平成29年度 ４学級（1学級40名） ５学級（1学級40名）
募集定員 食農科学科１ 流通マネジメント科２

動物科学科１ 情報システム科２
森林環境科１ ＯＡ会計科１
園芸工学科１

生 徒 数 生徒数 ４４０名 生徒数 ５８３名
１学年 １６０名 １学年 １９５名
２学年 １３９名 ２学年 １９３名
３学年 １４１名 ３学年 １９５名

施設規模 校舎 4,775．13㎡ 校舎 9,682.49㎡
本校舎 北校舎
・鉄筋コンクリート造 ・鉄筋コンクリート造
・３階建，築４８年 ・４階建，築４１年

南校舎 南校舎
・鉄筋コンクリート造 ・鉄筋コンクリート造
・２階建，築３７年 ・３階建，築４５年

農業実習施設 2,224.12㎡ 商業科特別教室
全１４棟 ・鉄骨造
・木造／鉄骨造 ・２階建，築４９年
・平屋，２階建 第７校舎
・築４１年～６３年 ・木造

・２階建，築５４年

≪附属資料１ 学校位置図≫
≪附属資料２ 柴田農林高等学校現況写真

大河原商業高等学校現況地図≫
≪附属資料３ 現在の柴田農林高等学校配置図

現在の大河原商業高等学校配置図≫
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【上位計画との関連】
○宮城の将来ビジョン（平成２８年度改訂）

第４章 宮城の未来をつくる３３の取組
第２節 安心と活力に満ちた地域社会づくり

２ 将来の宮城を担う子どもの教育環境づくり
取組１５ 着実な学力向上と希望する進路の実現
取組１７ 児童生徒や地域のニーズに応じた特色ある教

育環境づくり
≪附属資料４ 宮城の将来ビジョン（平成２８年度改訂）抜粋≫

○第２期宮城県教育振興基本計画
第４章 施策の展開
２ 施策の基本方向
基本方向８ 安心して楽しく学べる教育環境づくり
（４）開かれた魅力ある学校づくりの推進 重点的取組１２

≪附属資料５ 第２期宮城県教育振興基本計画 抜粋≫

○新県立高校将来構想 第３次実施計画
第３章 社会情勢の変化に的確に対応した学科編成・学校配置
４ 学校配置計画・学科編成
（２）南部地区における職業教育拠点校の新設

≪附属資料６ 新県立高校将来構想 第３次実施計画≫

事業計画の背景 【背景】
南部地区において想定される生徒数の減少等を踏まえて，柴田郡

大河原町内にある２つの専門高校である柴田農林高等学校と大河原
商業高等学校を再編し，地域のニーズを踏まえた魅力ある高校づく
りを推進するため，新たな職業教育拠点校を設置する。
既存２校の施設については，柴田農林高等学校の校舎が昭和４４年，

大河原商業高等学校の校舎が昭和５１年の建設で老朽化が進んでいるこ
と，また，拠点校には既存２校の農業系学科，商業系学科の他にデザイ
ン系学科を設置することとしており，既存校の校舎では授業の実施が困
難であることから，新たな校舎等を整備するものである。

【期待される効果】
（１）地域への貢献を念頭に置いた発展的な職業教育の展開を通して，

地域ブランドの創出や地域振興に資する人材育成ができる。

拠点校の設置目的として下記の３点を標榜している。
○専門的な知識や技術を持ち，地域産業を担う人材の育成
○６次産業化を軸とした学科間連携による発展的な専門教育の展開
○地域産業や地域社会との連携・交流の充実及び地域ブランドの創
出等を通した地域振興への貢献
拠点校には，既存２校の農業系学科と商業系学科のほかにデザ

イン系学科を設置する。
拠点校においては，既存２校の教育内容を継承して専門的な知識

や技術の確実な習得を図る一方で，地域との連携や地域貢献を意識
して学科の枠を超えた発展的な学習に取り組み，学校全体として新
たな価値の創造を図る。

≪附属資料７ 柴田農林高等学校及び大河原商業高等学校の再編統合に
係る報告書≫

≪附属資料８ 南部地区職業教育拠点校教育基本構想≫

（２）魅力ある学校づくりと同時に中学校卒業者数の減少に対応するこ
とができる。

南部地区では，平成２８年から平成３８年までの１０年間で中学
校卒業者数が３５０人（２２％）減少することが見込まれており，
これに伴い県立学校の学級減や再編統合を行い，入学者定員の適正
化を図る必要がある。
１学年の学級数は，既存２校が柴田農林高等学校４学級，大河原

商業高等学校５学級の計９学級であるのに対して拠点校は 農業系
２学級，商業系３学級，デザイン系１学級の計６学級としており，
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３学級（１２０人）の定員が削減される。
定員を削減する一方で，公立高校としては県内初となるデザイン

系学科を設置し，中学生の学校選択の幅を広げるとともに地域連携
や学科間連携による新たな価値の創造により魅力ある学校づくりに
取り組む。

≪附属資料９ 本県の中学校卒業者数の推移・将来予測≫

（３）老朽化した施設の更新により，安全で良好な教育環境が整う。

既存２校の施設については，柴田農林高等学校の校舎が昭和４４
年，大河原商業高等学校の校舎が昭和５１年の建設で老朽化が進ん
でいる。
今回，拠点校を設置するのは，柴田農林高等学校の敷地内である

が，前述のように拠点校には農業系学科の他に，商業系学科とデザ
イン系学科を設置することとしており，既存の校舎では授業の実施
が困難であることから，新たな校舎等を整備するものである。
校舎建替で施設が充実し，より安全で良好な教育環境が整う。

これまでの取組状況 ○平成２８年３月～平成２８年９月
地元首長，教育関係者などで構成する「大河原地域における高校の

あり方検討会議」を５回開催し，農業・商業教育の今後の方向性や新
しい学科について検討し，報告書をとりまとめた。

【報告書の内容】
・設置学科は農業系学科，商業系学科，デザイン系学科の３学科とす
る。

・学校全体で『地域ブランドの確立』を通じた地域振興への貢献を目
指す。

・３学科が連携することで 『６次産業化』 の一体的・循環的な学び
の構築が可能となる。

○平成２９年２月 新県立高校将来構想第３次実施計画に「南部地区に
おける職業教育拠点校の新設」を位置づけた。

○平成２９年３月～平成２９年７月
「南部地区統合校教育基本構想会議」（専門部会も含め延べ１３回）
を開催し，各専門学科の具体的な教育内容及びそれに伴い必要となる
施設について検討した。

今後のスケジュール 平成２９年度 大規模事業評価，プロポーザル方式による設計事業
者選定

平成３０年度 基本設計・詳細設計
平成３１年度 基本設計・詳細設計，仮設校舎建設，南校舎解体
平成３２年度 南校舎解体，新校舎・農業実習棟建設
平成３３年度
～平成３４年度 新校舎・農業実習棟建設

平成３６年度
～平成３７年度 旧校舎・旧実習施設解体（設計含む）

供用開始予定 平成３５年４月
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Ⅱ 事業内容

用地関係 予 定 地 柴田郡大河原町字上川原７の２

用地確保の状況 用地の確保 済・未
造成面積 ― ㎡
県有地・民有地買上・民有地借り上げ・（ ）

敷 地 面 積 ２４，６７３．１８㎡

規 制 の 状 況 規制区域 ―
用 途 第２種中高層住居専用地域
建ぺい率 ６０％
容 積 率 １５０％
そ の 他 建築基準法第２２条地域

建設関係 事 業 規 模 延べ床面積
校舎 ９,１８７．３１㎡
農業実習棟 １,６４４．４４㎡

構造 鉄筋コンクリート造，鉄骨造
整備される主な施設 校舎，農業実習棟
≪附属資料１０ 施設整備概要≫

Ⅲ 事業費

建設費 Ａ 調査費 ２４百万円
設計費 １９０百万円
工事費（監理費込み） ６，７７３百万円
その他（用地費，負担金等） ０百万円

合 計 ６，９８７百万円

【財源内訳】 県債 ６，０５３百万円
一般財源 ９３４百万円

合 計 ６，９８７百万円

維持管理費 Ｂ ４０年間の維持管理費の累計
〈建設後の施設の利用を平成３５年～平成７４年の４０年間と想定〉

人的経費 ５２４百万円
修繕・補修関係経費 ２，８８６百万円
運営・管理経費 ２，７９８百万円
その他（ ）

合 計 ６，２０８百万円

【財源内訳】 県債 ２，４４０百万円（大規模修繕分）
財産収入 ７８７百万円
一般財源 ２，９８１百万円

合 計 ６，２０８百万円

合計 Ａ＋Ｂ １３，１９５百万円

【参考：現在価値換算後】
百万円〈割引率 ％〉
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Ⅳ 評価結果

行政活動の評価に関する条例施行規則（平成１４年規則第２６号）第１７条第１項（事業再評価の
場合は第２項も含む）各号に規定する基準等に基づく評価結果は，次のとおりである。

１ 事業が社会経済情勢から見て必要であるかどうか。（第１号関係）

【事業の必要性】
○南部地区においては，今後１０年間で中学校卒業者が約２割程度減少する見込みであり，中
学校卒業者数の減少を踏まえ，同じ柴田郡大河原町に所在する柴田農林高等学校と大河原商
業高等学校を再編統合するものである。

○拠点校は，農業系学科の実習農場確保のために現在の柴田農林高等学校の敷地内に設置する
こととするが，柴田農林高等学校の現有施設は商業系学科やデザイン系学科の授業実施に必
要な施設を有していないこと，また老朽化も著しいため新たな校舎及び実習棟が必要である。

【現施設の状況（施設の規模，利用状況，耐用年数）】
○柴田農林高等学校 校舎（２棟） 4,775.13㎡（鉄筋コンクリート造／昭和44年，55年築）

農業実習施設（６棟）865.28㎡（木造／昭和29年，38年，44年，45年築）
農業実習施設（８棟）1,358.84㎡（鉄骨造／昭和45～51年築）
温室（３棟）367.50㎡（鉄骨造／昭和57年築） その他

生徒数 ４４０人
（１年生１６０人，２年生１３９人，３年生１４１人；平成２９年５月１日時点）

耐用年数 鉄筋コンクリート造47年，鉄骨造19～34年，木造22年
（減価償却資産の耐用年数等に関する省令）

２ 県が事業主体であることが適切であるかどうか。（第２号関係）

○県立高等学校は，学校教育法第２条及び第５条に基づき県が設置・管理する施設であり，県は
学校施設の適正な管理運営の責任を負う。

○学校施設は，本県の学校教育関係施設として次代を担う人材の育成の場として供されるもので，
一定の要件を満たす全ての県民が対象となり，また便益も特定の県民に限定されるものではな
いと考えられる。

３ 事業を行う時期が社会経済情勢から見て適当であるかどうか。（第３号関係）

○中学校卒業者数の減少が見込まれている南部地区においては，中学校卒業者数の減少に合わせ
た県立高校の定員調整をする必要があるほか，地方創生に向けた動きの中で県立高校も地域連
携や地域貢献への取組が以前にも増して重視され，地域において県立高校が果たす役割への期
待も高まっているところである。このような高校を取り巻く社会環境，社会的要請の変化に早
急かつ適切に対応するとともに，地域のニーズを踏まえた魅力ある高校づくりを推進すること
が求められていることから，再編統合することが適当と判断した。

○今回解体する予定の柴田農林高等学校の施設は，昭和５５年に建設された校舎（南校舎）を除
いては，本校舎（鉄筋コンクリート造）が昭和４４年築（築４８年）で法令上の耐用年数４７
年を超過しているのをはじめ，その他の実習施設も鉄骨造又は木造であり，耐用年数を超過し
ているため，更新が必要である。

４ 事業の手法が適切であるかどうか。（第４号関係）

以下の理由から，ＰＦＩ導入による財政面及びサービス面でのメリットが見出しにくいことか
ら従来方式による実施が総合的に妥当であると判断した。
○ＶＦＭ（Value For Money：支払いに対して最も価値の高いサービスを供給するという考え方。
従来の方式と比べてＰＦＩの方が総事業費をどれだけ削減できるかを示す割合）が見込まれな
いこと。

○民間の創意工夫を発揮する余地が大きい運営業務について，学校教育法（第６２条。第３７条
第４項の準用規定）で校務は専ら教職員が行うこととされているため，民間が担える範囲が限
定的であること。
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○食堂運営や警備業務に関しては，既に入札により民間委託されており，費用の適正化が図られ
ていること。

ＰＰＰ・ＰＦＩ導入調整会議等での検討結果

平成２９年８月７日に開催したＰＰＰ・ＰＦＩ導入調整会議における検討の結果，当該事業につい
ては，従来方式による実施が適当と判断した。
≪附属資料１１ ＰＰＰ・ＰＦＩ検討調書≫

５ 事業の実施場所が適切であるかどうか。（第５号関係）

【現在地（学校敷地内）に建替えすることについて】
○以下の理由から，現在地（学校敷地内）に建替えすることが適切と判断する。
①現在地において，改築に必要な面積が確保されていること。
②当該敷地は県有地であり，また，農業系学科の実習に必要な農地を有していることから，新
たな用地取得が不要であり，用地取得に要する財政的な負担が生じないこと。

③ＪＲ大河原駅から約１．２ｋｍと近く，公共交通機関の便が良いこと。
④近隣には県大河原合同庁舎，運動施設を有する町営の大河原公園のほか各小中学校，高等学
校等の公共・教育施設が立地しており，教育環境として良好であること。

６ 事業が社会経済情勢から見て効果的であるかどうか。（第６号関係）

○中学校卒業者数の減少が見込まれている南部地区においては，中学校卒業者数の減少に合わせ
た県立高校の定員調整をする必要がある。定員調整の方法には今回の再編統合の他に学級減を
する方法もあるものの，学校の小規模化を招き，さらに学校の活力が低下する可能性がある。
今回は既存２校を統合するとともに，県内初のデザイン系学科を設置することで，魅力ある学
校づくりと，学校の活力維持を図ることができる。

○また，地域連携と学科間連携による地域ブランドの創造，地域産業を担う人材の育成をコンセ
プトとすることで，地方創生に資する学校とすることができる。

○柴田農林高等学校の校舎は老朽化が進んでいること，商業系，デザイン系に対応できないこと
の他，平成７年に男女共学化し，現在，女子の比率が４割を超える中，男子校時代の施設であ
るため，更衣室が屋外にしかないことや，バリアフリー化が進んでいないことなど施設面での
問題を抱えており，新たな校舎建設によりこれらの問題が解決される。

７ 事業の実施に伴う環境への影響が少ないかどうか。（第７号関係）

○現在地への校舎建替えであり，基本的に土地の形状変更を伴うものではないことから，周辺環
境に新たな影響を与える可能性は低いと考えられる。事業実施に当たっては宮城県環境保全率
先実行計画に則り，環境負荷の低減に配慮した基本設計の実施及び施工を行うものとし，新校
舎建設や既設校舎解体の際にも周辺環境に配慮した工法等により行う。
≪附属資料１２ 宮城県環境保全率先実行計画 抜粋≫

８ 想定される事業リスク及び当該リスクへの対応策

【事業費財源に関するリスク】
○現在のところ想定されるリスクはない。

【災害に関するリスク】
○新校舎については，新耐震基準により建築されることから，地震災害に対する耐震性能が確保
される。

○建設地は阿武隈川水系白石川に近接し，洪水浸水想定区域内にある（想定最大規模降雨で3.0m
～5.0m浸水）。
教育委員会では東日本大震災の教訓から「みやぎ学校安全基本指針」を策定し，各学校におい
ては，防災訓練や防災教育などの日常的な危機管理や災害発生時の危機管理，発生後の学校再
開までの対応等，あらゆる場面と様々な自然災害を想定してまとめた「学校防災マニュアル」
を作成している。

○拠点校においても「学校防災マニュアル」を作成し，風水害に限らず様々な災害から生徒や教
職員を守るために万全を期すものである。
≪附属資料１３ みやぎ学校安全基本指針【概要版】≫
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９ 事業の経費が適切であるかどうか。（第８号関係）

建設費 Ａ 調査費 ２４百万円
（再掲） 設計費 １９０百万円

工事費（監理費込み） ６，７７３百万円
その他（用地費，負担金等） ０百万円

合 計 ６，９８７百万円

【財源内訳】 県債 ６，０５３百万円
一般財源 ９３４百万円

合 計 ６，９８７百万円

維持管理費 Ｂ ４０年間の維持管理費の累計
（再掲） 〈建設後の施設の利用を平成３５年～平成７４年の４０年間と想定〉

人的経費 ５２４百万円
修繕・補修関係経費 ２，８８６百万円
運営・管理経費 ２，７９８百万円
その他（ ）

合 計 ６，２０８百万円

【財源内訳】 県債 ２，４４０百万円（大規模修繕分）
財産収入 ７８７百万円
一般財源 ２，９８１百万円

合 計 ６，２０８百万円

合計 Ａ＋Ｂ １３，１９５百万円
（再掲）

【参考：現在価値換算後】
百万円〈割引率 ％〉

投入職員数 ○平成３０年度～平成３４年度（供用開始まで）
延べ３００人 （２人×２．５日×６０月）
教育庁施設整備課職員が，設計及び建設工事について，関係課職員及び

設計事務所及び工事請負業者との打合せを月に２～３日実施。
○平成３６年度～平成３８年度（旧校舎・実習施設解体）
延べ１４０人 （２人×２．５日×２８月）
教育庁施設整備課職員が関係課，地方公所職員及び請負業者との打合

せを月に２～３回実施。

関連事業費

以上のとおり，南部地区職業教育拠点校整備事業について県が評価を行った結果，事業の実施は適
切と判断した。
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